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研究成果の概要（和文）： 

自由時間の配分に関する不平等基準として労働搾取概念を位置づけ、その適切な指標

化の為の公理的分析を行った。労働搾取の定式に関する定義域の公理、連続性公理、複製

経済に関する不変性、初期賦存状態に関する独立性公理、及び、搾取の関係的特性についての

公理を適切な搾取指標が満たすべき必要条件として提起し、それらを満たす唯一の指標が、ダ

ンカン・フォーリー型の定式のみである事を論証した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
This research formulates the notion of labor exploitation as a criterion for evaluating 
inequality in allocations of free hours among citizens. As such, it introduces five axioms, 
Domain Axiom, Continuity, Replication Invariance, Independence of Endowment Structure, 
Relational Exploitation, each of which is necessary for identifying a proper definition 
of labor exploitation. Then, it shows that the Dumenil-Foley type of definition is the 
unique formulation of exploitation which satisfies the above five axioms. 
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１．研究開始当初の背景 

労働経済学や計量社会学などの分野にお
いて、近年の日本経済における所得格差の拡
大や低所得層の貧困化、及び、階層間格差の
構造の固定化などの諸現象が指摘されるよ
うになってきた。こうした諸現象は日本固有
のものではなく、欧米先進諸国に共通する諸
現象であり、現代はいわば 19 世紀時代の資

本主義が再現されつつある時代と見られる
事もある。こうした諸現象を生み出す元凶と
して、｢経済のグローバル化｣や、それに伴う
国民国家の経済政策の｢新自由主義｣化がし
ばしば言及される。しかしながら、経済のグ
ローバル化も政策の新自由主義的特性も、市
場の競争メカニズム的機能を強めるという
性質を持つものとして理解可能である。標準
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的な新古典派経済学のミクロ経済理論では、
いわゆる｢厚生経済学の基本定理｣で知られ
るように、一般に市場の競争メカニズム的機
能を強める事は、経済的資源配分の効率性を
高め、社会全体の経済厚生を改善させる効果
を持つものとして、肯定的に評価される。 

他方、上記のような伝統的なミクロ経済理
論における市場評価は、その厚生主義的厚生
概念・理論のスペクトラムに強く規定された
側面を持っており、このような厚生主義的フ
レームワークに起因する視角の限定性に関
しても、近年のアマルティア・センの｢機能
と潜在能力｣理論等によって批判されるよう
になっている。｢機能と潜在能力｣理論は、人
間の福祉評価の機軸に、人間発達の為の(福
祉的)自由の観点を導入する試みであった。
伝統的な厚生主義的厚生理論に基づくミク
ロ経済学的市場理論は、市場の社会的厚生上
のパフォーマンスを、人々の財・サービスの
消費によって享受する主観的嗜好充足に関
する情報に基づいて評価するというアプロ
ーチを採っている。しかし、人間発達のため
の自由という観点に基づけば、臓器売買など
の一例に見られるように、人々の主観的嗜好
を充足させたといっても、その社会的厚生上
のパフォーマンスを高く評価できるとは限
らないような諸問題が、現代の市場経済にお
いても普遍的に存在している。 

現在、厚生経済学の基礎理論に関する世界
の学会では、センの｢機能と潜在能力｣理論等
に触発された経済政策・制度のメカニズム・
デザイン研究が活性化してきている。研究代
表者の従来の研究もそうしたラインに属す
るものが多い。しかしながら、これらは主に
代替的な資源配分メカニズムに関する規範
的な分析であり、現在の市場経済システムの
機能を｢機能と潜在能力｣の指標を用いて事
実解明的に探求した理論的研究はまだ殆ど
進展しているとは言えないのが現状である。 
 他方、数理マルクス経済学の分野における
ジョン・ローマーの｢搾取と階級の一般理論｣
は、広い意味で厚生経済学とも関わる研究で
あり、標準的なミクロ経済学の一般均衡モデ
ルの下で、完全競争均衡の特徴として、階級
形成と階級間の労働搾取関係生成のメカニ
ズムを理論的に分析してみせた。ローマーの
この研究は、標準的な｢厚生経済学の基本定
理｣の視角とはまた別の視角から、市場経済
システムの原理的特徴を理論的に解明した
数少ない研究として、いわゆる数理マルクス
経済学の学派的枠組みを超えて、広く評価さ
れた。この一連の研究でのローマー自身の最
終結論は、労働搾取概念は福祉評価の指標と
しては魅力的ではない、という否定的なもの
であった。しかし、搾取という概念の定式化
自体に検討の余地があり、搾取概念を適切に
表現する代替的な定式化、もしくは既存の搾

取概念自体の再検討なり再構成の下で、市場
の(非厚生主義的)厚生理論としての魅力的
な分析が可能である事が期待される。 
 
２．研究の目的 
(1).要旨 
市場経済と、階層間格差や労働搾取と福祉

的自由の不公正的配分等の諸現象との関係
を、内生的な市場の資源配分メカニズムとし
ての原理的特徴として理論的に分析する。そ
れによって、経済的効率性という観点のみに
基づく｢厚生経済学の基本定理｣とはまた異
なる視覚に基づく、市場経済の(非厚生主義
的な)厚生機能に関する事実解明的理論を提
供する。 
(2).目的 
本研究は、市場経済と、階層間格差や労働

搾取と福祉的自由の不公正的配分等の諸現
象との関係を、市場の資源配分メカニズムと
しての原理的特徴として理論分析する事を
目的とする。それによって、経済的効率性と
いう観点のみに基づく｢厚生経済学の基本定
理｣とは異なる視角に基づく、市場の(非厚生
主義的な)厚生機能に関する事実解明的理論
を提供する。第一に、労働搾取概念の定式が
満たすべき諸条件を公理として提起し、その
公理を満たす搾取の定式の下で、市場経済の
下での階級・階層間格差の生成や生産におけ
るヒエラルキー的構造を理論的に解明でき
るか否かを分析する。第二に、センの福祉的
自由論の観点から、市場経済における労働搾
取についての(非厚生主義的な)厚生的含意
を明らかにする為の理論的分析を進行させ
る。この二作業を、同質労働からなる一般均
衡モデルで行い、市場経済システムが｢厚生
経済学の基本定理｣の教えるような経済的厚
生に関する効率的資源配分を達成する一方
で、人々が各々、追求するに足ると評価する
ような生き方を追求する上で必要不可欠な
自由時間の配分において、原理的な不公正性
を再生産するメカニズムをも内包している
か否かを明らかにする。第三に、同質労働モ
デルの想定の下で可能にしてきた、労働搾取
概念を用いた市場経済の(非厚生主義的)厚
生分析が、個人間の労働スキル(人的資本)の
格差の存在する異質労働からなる一般均衡
モデルでも、頑健であるか否かを分析する。
ジョン・ローマーの研究では、答えは否であ
ったが、それは想定する労働搾取の定式がか
なり限定的な範囲でしか考えていなかった
故だけなのかもしれない。本研究のように、
労働搾取の定式が満たすべき必要条件を公
理化し、課題の公理的分析によって、この問
題に確定的結論を導き出せる。答えが否であ
る場合には、個人間の労働スキル(人的資本)
の格差の存在する異質労働からなる一般均
衡モデルの想定の下で、階級・階層間格差の



 

 

生成や生産活動における権限のヒエラルキ
ー的構造を理論的に解明する為の代替的指
標について探求する。 
 
３．研究の方法 
(1).要旨 

上記の研究目的を達成する為、研究関心と
問題意識を共有する海外の数理経済学研究
者との共同研究という体制の下で、研究活動
を推進する。この共同研究においては、定期
的にお互いの滞在国・勤務校を訪問し、Face 
to Face で研究ミーティングを行って、研究
の全体的な進行方向についての方針の決定
や再確認を行う他、日常的に綿密にメールに
よるコミュニケーションを図る事で、論文の
細かいテクニカルな問題などについての議
論と意思決定を行う。こうしたコミュニケー
ションの積み重ねによって共同論文を完成
させ、様々な国際学会やワークショップ等で
の研究報告を行い、関心を共有しそうな世界
の研究者たちとの意見交流を推進させ、その
成果を論文の最終稿に反映させていく。以上
の方法を基本的に計画の 3年間に跨って、実
行していく。 
(2).平成 20 年度 
 労働搾取概念の定式に関する公理を提唱
し、その公理を用いて市場経済と、階層間格
差や労働搾取と福祉的自由の不公正的配分
等の諸現象との関係を、市場経済システムの
資源配分メカニズムとしての原理的特徴と
して理論的に分析する論文を、ロンドン大学
クイーンズ・メリー校に勤務する数理経済学
研究者である Roberto Veneziani 博士との共
同研究として、進行させる。労働スキルの個
人間格差の存在しない同質労働下の一般均
衡モデルを想定し、上記分析課題を探求する。
共同研究の作業は、基本的に年間最低 2回く
らいは、研究代表者がロンドン大学を訪問す
るかもしくは Veneziani博士を一橋大学に招
いて、直接の研究ミーティングを行い、そこ
で研究の方法や方向性などについての大ま
かな計画のデザインやそのチェックを行う。
それらのミーティングによって軌道に乗せ
た段階で、定理の証明の確認等のような、研
究上のテクニカルで細かい議論は日常的に
メールのやり取りを通じて進行させる。二人
の間での役割分担に関しては、特に固定化さ
れた分担は存在せず、各課題のつど、例えば
いずれかが定理の証明をまず試み、その場合
は他方が完成された証明のチェックを行う
という具合で、その役割を適時、各自の数理
的分析の得意分野に対応させながら、交代し
て行っていく。こうした作業の積み重ねによ
って、ディスカッション・ペーパーとしてこ
の論文の第一稿を完成させる。国際的な学会
や様々な中小規模のコンファレンス、ワーク
ショップ、セミナー等で研究報告を行い、問

題意識の近い研究者との意見交流を行い、そ
の成果を論文の改訂原稿として反映させる。
米国コロンビア大学バーナード・カレッジ校
のDancan Foley教授やイェール大学のJohn E. 
Roemer 教授など、この種の研究に対して関心
を持ち、適切なコメントを期待できる第一線
の理論経済学研究者を訪問して、研究報告と
意見交流を行う。 
(3).平成 21 年度 
平成 20 年度と同じ研究課題に関して、こ

の年度は労働スキルの個人間格差の存在す
る異質労働下の一般均衡モデルを想定した
上で、分析を行う。平成 20 年度と同様に、
Roberto Veneziani 博士との共同研究として
進行させる。市場経済下の生産過程における
階級間の意思決定のヒエラルキー構造の存
在が、階級間の労働搾取的関係の生成とどの
ように原理的に関連し得るのか、というもう
一つ別の野心的テーマの探求を開始する。研
究目的の欄でも記載したように、異質労働モ
デルの場合には、労働搾取概念の妥当性につ
いて、根本的な再検討の可能性がある。そし
てそのような根本的な再検討が必要だと判
断された場合には、(労働)時間を測定尺度と
するような労働搾取概念とは異なる、新たな
厚生指標を用いる搾取の概念の可能性とい
うものを二人で探求し、公理的に分析する。 
平成 20 年度と同様に、基本的に年間最低 2

回くらいは、研究代表者がロンドン大学を訪
問するかもしくは Veneziani博士を一橋大学
に招いて、直接の研究ミーティングを行う。
また、国際的な学会や様々な中小規模のコン
ファレンス、ワークショップ、セミナー等で
研究報告を行い、問題意識の近い研究者との
意見交流を行い、その成果を論文の改訂原稿
として反映させていく方針も同様である。 
(4).平成 22 年度 
 最終年度として、研究成果の取りまとめに
集中する。成果取りまとめとして、特にネイ
ティブによる英文校閲は引き続き行う。 
 
４．研究成果 
初年度の平成 20 年度において、自由時間

の配分に関する不平等基準として労働
搾取概念を位置づけ、その適切な指標化
の為の公理的分析を行った。労働搾取概
念は、これまでは古典派経済学における
労働価値説に基礎付けられたものであ
り、市場の価値理論の論脈で語られてき
たが、この概念の本来の意図は、人間の
自由な自己発展の為の不可欠な基本財
である自由時間へのアクセスの不均等
について言及することである。この本来
の趣旨に沿った形で搾取概念の再定式
化を行うのがこの研究の目的であり、尤
もらしい定式である為の必要条件を幾
つかの公理として提示した。 



 

 

その公理とは、数理経済学の分野での
労働搾取理論において、置塩信雄や森嶋
通夫などの研究成果を含め、これまで提
示されてきた搾取の様々な定式が満た
すような極めて弱い幾つかの要請の他、
搾取概念を人々の社会関係として定義
する為の条件を定式化したものを含む。
それらの公理は理論的には尤もらしい
のみならず、十分に弱い要請であるが、
結果的に課した全ての公理を満たす搾
取の定式は 1 つのみである事を、定理と
して証明した。このたった一つの搾取の
定式は、いわゆる古典派経済学の労働価
値説に立脚する概念の定式とは解釈で
きず、非厚生主義的な分配的正義論とし
て搾取理論を再構成する可能性を示唆
するものとして意義付けられる。 

この理論分析の研究成果は、平成 21
年 度 に ディスカッション・ペーパー
『Exploitation as the Unequal Exchange of 
Labour: An Axiomatic Approach』として、
その第一稿を完成させた。その成果を、Far 
Eastern and South Asian Meeting of 
Econometric Society にて報告した他、関連
する国内外の研究者に論文を送り、多くの好
意的なコメントを得た。また、John E. Roemer
教授を一橋大学に招いた際に論文の内容に
関する詳細な意見交換を行った結果、論文の
基本的定理及びにそこから導かれる含意に
関する高い関心と肯定的評価を得た。 

この段階での論文の内容は、労働搾取の定
式に関する定義域の公理、搾取のない効率的
配分に関する分権的執行可能性に関する公
理、初期賦存状態に関する独立性公理、及び、
搾取の関係的特性についての公理、以上の 4
つを提起するものであった。そのうち、最初
の 3つの公理は数学的には十分に弱い条件で
あり、従来の労働搾取理論において提起され
てきた搾取の定式の全てがこれらの条件を
満たすものである。他方、搾取の関係的特性
についての公理は、搾取者が存在する事と被
搾取者が存在する事とは互いに必要十分で
ある事を要請するという、極めて自然な要請
である。論文の主要定理は、先の 3つの公理
に追加して、この最後の公理を要請するや否
や、それら 4つを全て満たす搾取の定式は唯
一、Duncan Foley (1982)の提唱した定式の
みである事を明らかにするものであった。さ
らに、この定式の下では、数理的搾取理論に
関する従来の主要定理が全て、極めて一般的
な経済モデルの下で成立する事が確認され
た。 

平成 22 年度には、上記の、自由時間への
アクセスに関する機会の不平等指標として、
労働搾取概念を定義し、その適切な定式に関
する公理的分析の研究に関して、さらなる発
展的進行を追究した。具体的には、ディスカ

ッション・ペーパー『Exploitation as the 
Unequal Exchange of Labour: An Axiomatic 
Approach』の延長上で、公理体系をより説得
的にするべく改善の作業を行った。特に、マ
ルクス的経済理論体系を共有しない人たち
にとって必ずしも説得的とは言えないかも
しれない｢搾取のない効率的配分に関する分
権的遂行可能性｣公理を、極めて自然かつ一
般的な要請である｢連続性｣公理に置き換え
ただけの新たな公理体系の下であっても、依
然としてそれら 4つを全て満たす搾取の定式
は唯一、Duncan Foley (1982)の提唱したそ
れのみである事を示した。この結果、提示す
る公理体系はより説得的で論争喚起性の余
地の少ないものとなった。同時に、公理的特
徴づけの為の数学的分析はより高度なテク
ニックを要するものとなり、純粋な数理経済
学の論文としても十分に読み応えのあるも
のに仕上がる展望が立った。現在、この研究
は、以上の諸分析の結果を踏まえ、最終原稿
として仕上げるべく作業中の段階にある。 
また、人々の消費財及び労働供給に関する

選好や物的資本財及び人的資本の初期賦存
も個々人で異なり得るという、標準的な一般
均衡理論での想定並みかそれ以上に一般的
な経済環境を想定した下での、利潤と搾取関
係の対応性の観点からの、搾取の定式の公理
的特徴づけの論文を完成させた。この論文は、
平成 22 年度にディスカッション・ペーパー
『Profits and Exploitation and Profits: A 
General Axiomatic Approach to Convex 
Economies with Heterogeneous Agents』と
して完成させた。 
これら 2つの論文の内容に関する国際会議

で の 報 告 を ソ ウ ル 国 立 大 学 で の
International Conference on Inequality、
イタリア・ウディネでの CEPET 2010、ドイツ・
ベルリンでの Conference of the Research 
Network on Macroeconomics and 
Macroeconomic Policies、またニューヨーク
での Annual Conference of Eastern Economic 
Association 等で行い、専門分野の内外を問
わず、広いクラスの聴衆からの高い関心と肯
定的評価を勝ち得た。また、Duncan Foley 教
授を訪問し、これらの論文に関する意見交換
を行う事によって、非常に高い肯定的評価を
勝ち得た。 
その他、この 3年の期間中において、労働

搾取理論に関連する諸論文を派生的に書き、
それらの成果の一部は最終的には、Journal 
of Economic Behavior and Organization, 
Bulletin of Political Economy, 
Metroeconomica 等の査読つき国際誌で公刊
された。新たに Advances in Mathematical 
Economics 誌に投稿した論文も、マイナーな
改訂の上での再投稿を求められ、近い将来に
受理される高い見込みが立っている。また、



 

 

労働搾取概念の数理的分析に関するこれら
の成果に対して、平成 22年 10 月には第 1回
経済理論学会奨励賞を受賞した。 
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